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洪水に対する水害リスク認知は，気候変動適応社会における住まいの選択や避難において重要な役割を

果たし，それらの認知を社会的に維持していくことが求められる．本研究では，Web アンケート調査を用

いて知識ベース（水害リスクがあることを知っているか），行動ベース（水害リスクを想定して備えている

か）の二種類の水害リスク認知を測定し，（1）それらと水害発生からの時間経過との関わり（2）水害リス

ク認知を維持するようなコミュニティの特徴を分析した．現時点では，地域単位とした社会経済的／人口

統計学的特徴は個人のリスク認知にあまり影響していないと言うのが暫定的な結論である．しかし，学習

の機会や川辺での活動などはリスク認知に関わっていることが示され，水害のリスク認知を長期間維持す

るコミュニティの特徴を特定する，という本研究の目的は達成することができたといえる． 
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1. はじめに 
 
気候変動により激甚化・頻発化する気象災害へ

の適応の手段の一つに「危険な地域には住まない」

という居住地の制限がある．日本の防災集団移転

促進事業や，米国の managed retreat（戦略的撤

退）などは，これを実現する制度的枠組みである
1–3)．しかし，日本では線引き都市計画区域におけ

る市街化区域面積の 31.5%が L1 浸水想定区域に

含まれており，既存市街地を含むこれらの地域を

撤退させることは不可能である．したがって，一

定程度の水害リスクは受け入れる水害との「共生」

の住まい方を考えていく必要がある． 
「共生」においては住んでいる人々が水害リス

クを無視せず，リスクを認知し備えることが必要

不可欠である．また，水害の再現期間を考慮する

と，人々のリスク認知や備えの高度様式は数十年

にわたり個人を超えて社会全体で維持するため

の仕組みが求められる．こうした社会的なリスク

認知の維持に関する既往の研究は，主に記憶の風

化の文脈で議論されてきた．たとえば，1982 年長

崎大水害後 10 年間の長崎新聞の報道量によって

風化をとらえた矢守 4)の研究では，報道量は指数

関数的に減少していたことが示されている．また，

社会水文学の文脈では集合的記憶（collective 
memory）という概念において社会的な水害の記

憶の維持が議論されてきた．しかし，水害リスク

の認知を定量的に示した研究は矢守 4)や社会水文

学分野のいくつかの研究 5, 6)に限られている．ま

た，政策や社会的実装を見据えるとリスク認知や

記憶の風化過程だけでなく，それらの風化にどの

ような要因が関わっているかを明らかにするこ

とが重要であるが，こうした問いに答える研究は

これまでに実施されていない．  
 以上の背景をふまえ，本研究では水害のリスク

認知や過去の洪水の記憶を長期間維持するコミ

ュニティの特徴を特定することを目的とし，具体

的には（1）洪水の集団記憶やリスク認知はどのよ

うに減衰するのか，（2）洪水の集団記憶やリスク

認知が長く維持される社会経済的／人口統計学

的特徴は何か，という 2 つの具体的問いを明らか

にする．なお，集合的記憶とリスク認知はいずれ

も「住まいの周辺で水害のリスクがある（あるい

はあった）ことを認知しているか」という点にお

いて類似の概念であるが，本研究では以下，双方

をまとめて「リスク認知」という用語で統一する

こととする． 
 

2. 研究の方法 

 
2.1 クラスター分析によるサンプル調整 
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(1) 分析の概要 

 洪水の集合的記憶の減衰過程を定量的に捉え

るためには，本来は水害が発生した地域でその後

定期的な調査を行う必要がある．また，どのよう

な社会経済的／人口統計学的特徴が記憶の維持

に関わっているかを捉えるためには，類似の洪水

イベントを経験し，かつ社会経済的／人口統計学

的特徴が異なる地域間で比較する必要がある．し

かし歴史的かつ包括的に洪水の集合的記憶を計

測した調査データは存在しないため，そうした分

析を実施することは難しい．この問題に対処する

ため，本研究では k-means クラスター分析によ

り「社会経済的／人口統計学的に似たコミュニテ

ィ」のグループを作り，各群内で洪水発生からの

経過期間が異なる地域の間で集合的記憶を比較

することで，同じ地域で継続的に調査した場合と

似た状況を作り出す．これにより，洪水の水害リ

スク認知の減衰を定量的に明らかにする． 
 
(2) 対象地域の選定 

 対象地域は，国土調査災害履歴図が整備されて

いる地域（関東，中部，近畿）とした．災害履歴

図は国土調査法に基づいて整備されており，国土

交通省によれば，対象として特に大きな被害を与

えた主要災害が選定されている．データは 1896

年以降のものから，図-1 の着色された地域のもの

が 54 件（2023 年 12 月時点）整備されている．  
 
(3) 社会経済的，人口統計学的特徴に基づくクラ

スタリングによるグループ化 

 本研究では表-1 のデータセットに含まれる社

会経済的，人口統計学的特徴を示す特徴量（変数）

を用いてクラスタリングを行い，対象地域の中で

類似した地域群を特定する．これらは定量的デー

タであり，使用するクラスタリング方法はこの利

点を活かせる k-means 法を採用した．地域の単

位は郵便番号境界とする． 
 クラスタリングには R の cluster パッケージの

kmeans 関数を用い，最大繰り返し回数 1000，初
期化試行回数 10 回，アルゴリズムは Hartigan-
Wong で分割を実行した．K-means クラスタリン

グによって郵便番号別地域が 5 つのクラスター

に分割された結果，図-1 のような分類となった． 
 
(4) 水害からの経過年の考え方 

 各郵便番号地域における水害からの経過年は，

国土調査災害履歴図をもとに与えた．各経過年で

の比較のためには，各経過年においてすべての地

域特性を網羅する必要がある．各グループで十分

な地域数を確保するため，記録がある年代をおお

 

表-1 アンケート調査のサンプル調整に用いたデータ 
（No. 1-9 はクラスタリングに使用，No. 10 は水害からの経過年数として使用） 

No. 変数名 符号化 入手元 

1 病院の数 医療機関総数を郵便番号地域面積で除して標準化 国土数値情報医療機関データ第 2.1 版 

2 駅の乗降客数 駅の乗降客数を郵便番号地域面積で除して標準化 国土数値情報鉄道データ第 2.3 版 

3 河川の総延長 川の総延長を郵便番号地域面積で除して標準化 国土数値情報河川データ最新版 

4 人口 住基人口総数（整数）を郵便番号地域面積で除して標準化 ゼンリンメッシュ統計地図データ 2020（500m） 

5 世帯数 住基世帯総数（整数）を郵便番号地域面積で除して標準化 ゼンリンメッシュ統計地図データ 2020（500m） 

6 出生時から居住人口 居住期間出生時から総数（整数）を郵便番号地域面積で除

して標準化 
ゼンリンメッシュ統計地図データ 2020（500m） 

7 居住年数 10 年以下人口 居住期間１年未満総数，居住期間１〜5 年未満総数，居住

期間 5〜10 年未満総数を郵便番号地域面積で除して標準化 
 

8 就業者数 就業者総数（整数）を郵便番号地域面積で除して標準化 ゼンリンメッシュ統計地図データ 2020（500m） 

9 第 1 次産業就業者総数 第１次産業就業者総数（整数）を郵便番号地域面積で除し

て標準化 
ゼンリンメッシュ統計地図データ 2020（500m） 

10 第 2 次産業就業者総数 第２次産業就業者総数（整数）を郵便番号地域面積で除し

て標準化 
ゼンリンメッシュ統計地図データ 2020（500m） 

11 水害頻度 郵便番号境界内グリッドの平均浸水回数 国土交通省の土地履歴調査 GIS データ（災害履歴

図 ）（shp 形式） 

12 水害年代カテゴリー 年代別カテゴリーに分類 

・ G1: 1939 以前の水害 

・ G2: 1940-1959 の水害 

・ G3: 1960-1979 の水害 

・ G4: 1980-1999 の水害 

・ G5: 2000 以降の水害 

国土交通省の土地履歴調査 GIS データ（災害履歴

図 ）（shp 形式） 
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よそ 20 年ずつ区切った（表-1 No. 12）． 
 
2.2 アンケート調査の概要 

 
 対象地域における水害の記憶の実態を明らか

にするため 2023 年 12 月 22 日から 12 月 24 日

の 3 日間で Web アンケート調査を実施した．対

象者は株式会社マクロミルが保有するモニタ会

員のうち，本アンケート調査への同意が得られた

人々である．サンプリング方法は，地域の社会経

済特性のクラスタリングによる 5 つのグループ 2

と水害からの経過年に基づく 5 つのグループを

組み合わせた 22 のグループに層化した母集団か

ら必要な回答数が満たされるまで収集を継続す

る形とした．各層の回答数はモニター数を考慮し

つつ概ね均等に 270 から 310 を割り付け，合計

6,401 の有効サンプルを得た．  
 質問は最大で 29 問である．本論文では水害の

記憶に関する項目のみに着目するが，研究計画全

体では水害の記憶を土地への愛着や日頃の水辺

との活動ベースのつながりの観点から明らかに

する目的がある．そのため，それらに関わる項目

として，i. 現在の住まいと転居の経験，ii. 住んで

いる地域の川や水辺との関わり，iii. 水害の記憶

と経験，iv. 個人，家庭，地域での水害への備えと

考え（山田&柄谷 7)の調査項目を参照），v. 水害に

関わる学習の経験などを質問内容に含めた． 
 
2.3 水害からの時間経過に応じたリスク認知

の変化の分析方法 

 

 本研究では，リスク認知を 2 つの方法により定

量化する．1 つは「地域の過去の水害経験につい

て知っているか」という問題への回答から算出す

る知識に基づくリスク認知である（以下「知識ベ

ースリスク認知指標」とする）．アンケート調査項

目のうち，「あなたが現在住んでいる自治体では，

過去，川の氾濫により浸水した歴史がありますか」

という問いでは，知識の確度に応じて（1）ある

（場所や浸水深もある程度把握している），（2）
ある（詳細は知らない），（3）あると思う，（4）な

い，（5）わからない，という 5 択を設定し，単一

回答とした．これを用いて下記 (1) のとおり各グ

ループにおける水害リスク認知指標を一次元化

して定量化した． 
 

𝑀 ൌ  𝛴 ቆ
𝑤  𝑥
𝛴  𝑤 𝑥

ቇ (1) 

 
𝑥は選択肢 （1）から（5）のそれぞれに回答した

人の数，𝑤は知識の確度のレベルに応じた重みで

選択肢と対応しており，それぞれ 4，3，2，1，1
とした．これをかけ合わせて総和を取ることで，

𝑀は確度を踏まえた水害リスク認知を定量化し

たものと解釈できる． 
 もう一つの定量化手法は「実際に水害を想定し

て備えているか」に関する問題への回答から算出

する行動に基づくリスク認知である（以下「行動

ベースリスク認知指標」とする）．具体的には，「個

人、ご家庭で準備されているものと水害対策を教

 

 

 
図-1  社会経済的，人口統計学的特徴に基づくクラスタリングの結果（5 つのグループ別） 
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えてください（選択式複数回答）」と「個人、ご家

庭で実施されている水害のための家屋の対策に

ついて教えて下さい（選択式複数回答）」という質

問に対して回答者個人が選択した対策𝑥に重み

𝑤をつけたうえでスコア化する．グループ𝑛の指

標値𝐴は個人のスコアのグループ内平均とする． 
 

𝐴  ൌ  
1
𝑁
𝛴𝑤   𝑥 (2) 

 
2.4 住まいの場における愛着や活動がリスク

認知に及ぼす影響の分析方法 

 
 各水害リスク認知指標に影響する要因をラン

ダムフォレスト回帰による特徴量の重要度の分

析 によって明らかにする．この分析は個人単位

で算出した指標に基づいておこなう．説明変数と

して，郵便番号境界を単位として整備した社会経

済的・人口統計学的データ，アンケート調査で得

られた個人の回答から抽出したデータを用いた．

また，各特徴量を重要度によって明らかにする 

 
 

3. 結果 

 

3.1 水害後の時間経過によるリスク認知変化 

 

 図-3 左に定量化された知識ベースリスク認知

指標𝑀の結果をグループごとに表示した．横軸は

水害からの経過時間，縦軸は𝑀の値である．折れ

線グラフはグループごとに異なる色で表示して

おり，図-1 のクラスター（グループ）別地図と対

応している．グループ 1 については，生じた水害

からの経過時間が短くなるにつれ指標値が大き

くなるという傾向が得られた．一方，グループ 2，
3，4，5 については必ずしも時間の経過に応じて

逓増するわけではなく，40 年前，20 年前に水害

が発生したケースで指標値が最大になり，最近の

水害についてはむしろ値が小さかった．これらに

ついては「記憶は風化する」という仮説とは反す

る結果と言える．洪水の集合的記憶がどのように

減衰するのかという問いに対しては，地域によっ

ては必ずしも経過時間に応じた減衰がみられな

いという結果が示された． 
 図-3 右に定量化された行動ベースリスク認知

指標𝐴の結果をグループごとに表示した．横軸は

水害からの経過時間，縦軸は𝐴の値である．結果

として経過時間に応じた傾向はほとんど見られ

ず，グループ 2，3 では水害から時間が経てば経

つほど記憶が風化する傾向があるものの，グルー

プ 4 はその逆である．また，グループ 1 と 5 には

時間に依存した指標の変化は見られなかった． 
 
3.2 水害後の時間経過によるリスク認知変化 

 
知識ベースのリスク認知，行動ベースのリスク

認知に対して影響力を持つ要因を調べるためラ

ンダムフォレスト回帰を用いた分析を実施した．

表-4 に示す特徴量を標準化した後，80% を訓練

データ，20% をテストデータ として分割し，グ

リッドサーチにより過学習などを防ぐための最

適なハイパーパラメータを探索した後回帰分析

を実行した．またモデルの性能を評価するために 
5 分割交差検証を実施した． 

知識ベースリスク認知に対する特徴量の重要

度（各特徴量が分割においてジニ不純度を下げる

  
 

図-3  水害からの時間経過に応じた知識ベースリスク認知（左）と知識ベースリスク認知（右）の変化 
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程度）を分析した結果を図-4 に示す．水害リスク

に関する知識を得るきっかけとなった媒体の多

さ（material）が大きく，川との距離（riverdist）
を大きく引き離している．これらの結果から，知

識ベースのリスク認知には住まいの場において

学習の機会が多く提供されていることが最も影

響していることが推察される． 
 行動ベースリスク認知に対する特徴量の重要

度を分析した結果を図-4 に示す．重要度が大きい

順に，地域における水害や水に関する学習の機会

（study），水害リスクに関する知識を得るきっか

けとなった媒体の多さ（material），川辺での活動

の多さ（activity）となった．これらの結果から，

行動ベースのリスク認知には住まいの場におい

て学習の機会が多く提供されていることや，川辺

での活動など地域に愛着を持つような機会が多

いことが影響していることが推察される． 
 
 
4. 考察 

 
 知識ベース，行動ベースのリスク認知指標を定

義し，社会経済的・人口統計学的に似たグループ

を同一地域とみなして水害からの経過時間ごと

の指標値を分析した結果，一部のクラスターグル

ープでは生じた水害からの経過時間が短くなる

につれ指標値が大きくなる，つまり，風化と見ら

れる傾向が示された．しかし，時間の経過とは全

く関係がないとみられるケースもあった． 
 このような仮説と反する結果が得られた理由

には，社会経済的・人口統計学的に似たグループ

を同一地域とみなせると仮定した本研究の手法

上の問題がある．クラスターグループは都心から

の距離という点において地理的には似通った地

域をグループ化できていたが，いくつか重要であ

りながら考慮できなかった特徴量もあったと考

えられる．たとえば，グループ内で経験した水害

の甚大さの違いなどは本研究では反映できてい

ないが，影響していた可能性がある．本研究の対

象地域は国土調査災害履歴図が整備されたエリ

  
 

図-4 知識ベースリスク認知（左）と知識ベースリスク認知（右）に対する各特徴量の重要度 
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アであり，記録に残される程度には社会的な影響

が大きい水害を経験した地域に絞られているが，

それでも各地域が受けた被害はグループ間でも

大きく異なっていたことが推察され，これが結果

の一貫性に影響を及ぼした可能性がある．これを

解決するためには，各クラスターグループの過去

の被災状況に関する詳細なデータを収集し，水害

規模も考慮した検討を行う必要がある． 
 もう一つの理由として，地域の社会経済的・人

口統計学的がリスク認知に与える影響が小さい

ということが挙げられる．ランダムフォレスト回

帰において知識ベース，行動ベースのリスク認知

指標に大きく影響していたのはいずれもアンケ

ート調査によって得られた個人単位の経験の有

無であり，地域の特性は河川と住まいの近さや水

害頻度などの特徴量を除いて あまり重要ではな

かった．中国を対象とした先行研究 5)では都市と

農村において違いがあることが示されていたが，

本研究ではそうした傾向は観察されなかった． 
ランダムフォレスト回帰を用いた分析の結果，

知識ベースリスク認知指標では水害リスクに関

する知識を得るきっかけとなった媒体の多さが，

行動ベースリスク認知指標では地域における水

害や水に関する学習の機会，水害リスクに関する

知識を得るきっかけとなった媒体の多さ，川辺で

の活動の多さが大きく影響していた．前節におい

て， 都市における社会経済的・人口統計学的特徴

は風化に影響していないことが示されたが，学習

の機会や川辺での活動が増えるようなまちづく

りの取組みを行うことでリスク認知が高く維持

される可能性が示唆された．  
 
 

5. まとめ 

 
当初計画では，水害リスク認知の風化の過程を

地域別の特徴とともに明らかにすることを検討

していた．しかし，クラスターグループ別の基礎

的な分析から，時間の経過が水害リスク認知の風

化にあまり関わっていないように見られたこと

から，風化における地域別の特徴までは明らかに

することができなかった．したがって，具体的目

的の一つめである「洪水の集団記憶やリスク認知

はどのように減衰するのか」という問いについて

は，「そもそも減衰するとは限らない」というのが

暫定的な結論である．ただし，クラスターグルー

プの作成においていくつかの課題があるため，今

後さらなる検討を重ねたのち，答えを出す必要が

ある．具体的目的の 2 つめである「洪水の集団記

憶やリスク認知が長く維持される社会経済的／

人口統計学的特徴は何か」という問いについても，

地域を単位とした社会経済的／人口統計学的特

徴は個人のリスク認知にあまり影響していない

と言うのが暫定的な結論である．しかし，地域別

の特徴の分析に代えて実施したランダムフォレ

スト回帰分析では，社会経済的／人口統計学的特

徴よりも支配的なその他の要因を特定し，学習の

機会や川辺での活動など地域として取り組める

ような政策変数がリスク認知に関わっているこ

とを示すことができた．したがって，水害のリス

ク認知や過去の洪水の記憶を長期間維持するコ

ミュニティの特徴を特定する，という本研究の目

的は達成することができたといえる．  
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